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分類についての説明・意見等

関係機関と連携しながら区民が福祉サービスを安心して利用できる
よう、情報提供や相談体制を整備する必要がある。
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22年度は見込み

内線

指標に関する説明

　区民が福祉サービスを安心して利用できるよう、適切な情報提供やきめ細かい相談等を行う。
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福祉部福祉推進課
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施策No福祉の基盤整備 02-11
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高齢者や障がい者が安心して暮らせる社会の形成［０２］

3,988

《今までの成果及び指標分析を踏まえて》

768

〇民生委員・児童委員については、民生・児童委員協力員制度を活用するなど、引き続き人材の確
保に努めていく。また、地区民生・児童委員協議会の活動を支援し、委員自身の意識向上を図る。
〇社会福祉協議会については、区との役割分担及びそれに伴う支援内容を整理し、連携を図りなが
ら地域福祉の推進に努める。
○福祉サービス利用支援や権利擁護について、平成22年度から成年後見推進機関を設置する社会福
祉協議会との連携強化や専門家による相談体制の整備を図りながら、処遇困難なケースにも迅速か
つ効率的に対応できるよう基盤の整備に努める。
○福祉サービスの内容や質に関する情報を提供し、利用者のサービス選択を支援するため、福祉
サービス第三者評価事業を推進する。

〇民生委員・児童委員は、区民の生活状況を把握し、区と連携を図りながら、区民の福祉増進のた
めの活動を行っている。区からの依頼事項等、担当業務も多岐にわたっており、その量も増加して
いる。また、年齢制限（改選７３歳未満、当初６７歳未満）もあり、人材確保が難しい状況にあ
る。
〇社会福祉協議会は、社会福祉法第１０９条に基づき設置されている団体で、地域福祉の推進に向
け、区と連携しながら事業を行ってきたが、委託契約における「管理費」の取扱い、管理運営委託
契約に基づく人員配置の適切性、法人運営事業に対する補助金について、社会福祉協議会に対する
支援のあり方などを総合的に検討していく必要がある。
○福祉サービスの適正な利用のため、認知症等判断能力が不十分な高齢者の権利擁護等に努めてき
たが、年々その相談内容に処遇困難なケースが増えてきている。
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06-01-01 推進

分類についての説明・意見等

民生委員・児童委員活動は、地域
福祉の各分野において重要な役割
を果たしており、区が支援する意
義は大きい。

民生委員活動費

民生委員推薦会費

事務事業
No

推進

推進

民生委員・児童委員活動は、地域
福祉の各分野において重要な役割
を果たしており、区が支援する意
義は大きい。

遺族会補助

社会福祉協議会補助
(福祉サービスあんしんサ
ポート事業)

社会福祉協議会補助
（在宅福祉サービス事
業）

社会福祉協議会補助
（事務局運営分）

民生委員指導事務費

推進

247 継続

行旅病人及び死亡人取扱法に基
づく執行経費で、現状の規模で
実施する。

新規貸付を停止し、滞納整理に
特化する。

統合・整理等の対応策を実施す
るまでは、現状の規模で継続す
る。

法令に定められた事務事業であ
り、適切な運用を図る必要があ
る。

生業資金貸付事業

行旅死亡人等取扱費

応急資金貸付事業

施策推進のため
の分類

前年度
設　定

今年度
設　定

06-01-02

06-01-03

06-01-05

推進

06-01-14

06-01-15

581

68,448

06-01-06

35,951

06-01-13

8,403
認知症高齢者等の権利擁護や法
人後見などに積極的に取り組む
必要がある。

サービスの質の向上に向け、第
三者評価を積極的に活用する。

遺族会の会員数及び追悼式の参
加者数が減少してきているた
め、現状の規模で実施する。

経費負担について今後検討してい
く。

他の大学への補助金との調整も
あり、産業経済部で所管する
「地域課題解決型研究助成」と
整理のうえ、２２年度で廃止と
する。

3,208

休止・
完了

推進推進

継続

8,738

247

3,947

3,000

推進

推進

38,375

補助のあり方を随時、検討する
必要がある。

他課で行っている同様事業など
も踏まえ、本事業の内容を検討
していく必要がある。

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名

06-01-04

合　計

決算額（千円）

20年度

146

28,869

3,116

6

878

06-01-16

首都大学東京健康福祉学
部地域貢献型研究事業費

06-01-17 3,000

福祉サービス第三者評価
事業

06-01-18 3,790

4,47206-01-19

福祉部分室管理費

157,907

21年度

1

29,042

3,286

5

1,222

1,450

67,330
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推進

推進
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改善・
見直し

継続

継続

継続

休止・
完了

休止・
完了

20年度に第4期（21～23年度）の計
画を策定した（計画策定は3年に1
度）。
23年度には第5期（24～26年度）計
画を策定する。

高齢者保健福祉計画策定
事業費

06-01-39 2,923 0


